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環境問題への関心は年々高まり、今年に入って

から一層加速されたように感じます。それは、地球
温暖化に関する京都議定書で決められた温室効果
ガス排出量の削減目標の実行期間が２００８年か
ら始まることや、今年の北海道洞爺湖サミットで環
境問題が大きく取り上げられること、実際に体感
する温暖化の実態、石油価格の高騰などが影響し
ていると思われます。
我が国は終戦後、狭い国土で急速に重化学工業が

復興したのに伴って、幾多の公害が発生しました。
そのため環境問題には企業がいち早く取組み、環境
関連技術は世界をリードするに至っています。その
結果ＧＤＰ（国内総生産）単位当たり一次エネルギー
使用量は世界最少となっています。（図参照）
環境問題や環境改善技術への取組みは主に大

企業から発展し、環境経営という言葉も生まれま
したが、環境問題は非常に幅広い分野を包含して
おり、中小企業も今後環境問題に関心なくしては
経営が危ぶまれる時代になりつつあります。

このような状況を想定して、ＡＴＡＣでは５年前
より環境ワーキンググループを発足し、会員の環境
問題への関心を高め、環境問題に関する中小企業へ
のコンサルティングの充実を図るべく研鑽を積ん
できました。
中小企業の環境問題への取組み方はＩＳＯの取

得による環境マネジメントから、省エネ、廃棄物処
理、リサイクル、作業環境の改善に至るまで幅広い活
動項目がありますが、ＡＴＡＣは個々の企業の実情
に応じて、適確なアドバイスを行ってきました。今後
も更に質の高い環境コンサルティングを提供する
べく、チームを編成して環境技術の充実を図ってい
きます。
また、日本の得意な環境に関するビジネスも急速

に拡大し、地球環境問題を解決するための２１世紀
最大の産業に発展すると言われていますので、環境
技術は企業にとって大きな飛躍のチャンスにもなり
ます。
このような状況を踏まえてＡＴＡＣは総合的な観

点から環境問題への取組みを一層強化する所存です。
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▲環境ビジネス市場・雇用規模の予測
環境の仕事大研究（産学社刊）より

▲GDP単位あたりの一次エネルギー消費の各国比較
省エネルギー便覧2007より

注）一次エネルギー消費量（石油換算トン）/GDP（2000年：価格米ドル）を
　 日本を1として計算。いずれも2005年度実績値

●ASEAN… ブルネイ、インドネシア、マレーシア                フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム　

●中  東… 
バレーン、イラン、イラク、イスラエル

　　　　　  ヨルダン、クウェート、レバノン、オマーン
 カタール、サウジ、シリア、UAE、イエメン　

出所）「IEA Energy Balances 2007」
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